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1.緒 言
人間の生活をトータルに把握できる指標の一つに
生活時間がある。生活時間とは，「労働時間を含め
た生活全体の活動に使用される時間であり，生活全
体のさまざまな活動内容の構成と時間の配分を示す
ものである」（粕谷 2004，p.199）。一日24時間とい
う時間は性別や年齢を問わず，一人ひとりが平等に
持っている。しかし生活時間の配分は，個人の性や
年齢はもちろんのこと，その人が置かれている状況
（気候的地理的条件や社会制度，生活環境，世帯（家族）
構成，その人の社会的立場など）によって様々である。
近年，ワークライフバランス（WorkandLife
Balance以下，WLB）の推進と男女共同参画社会の
形成が政府の重要な政策課題となっている。生活時
間統計はまさに生活者一人ひとりのペイドアンペ
イドを含む労働と，生理的諸活動，社会的文化的諸
活動への時間配分の実態を示すものであり，政策立
案のための重要かつ基礎的な資料を提供する。
ところで，団塊の世代がすべて65歳以上を迎え
るという2015年を目前にして，「介護離職」や「大
介護時代」といった在宅介護を担う家族介護者の
WLBをめぐる問題を扱った文献や男性介護者に関
する文献が多数出版されている（藤本津止編 2003，
男性介護者と支援者の全国ネットワーク編 2009，2010，
山本 2010，吉田 2010）。従来は家族介護者と言えば，
無業の女性（いわゆる専業主婦）が想定され，介護
問題は女性問題とされるきらいもあった。しかし，
近年男性の家族介護者も増加しており，いわゆる
「仕事と介護の両立」と介護休暇のあり方をめぐる
問題が政策レベルでも取り沙汰されるようになって
きている。
例えば，2010年12月17日に閣議決定された「第
3次男女共同参画基本計画」（http:/www.gender.go.
jp/kihon-keikaku/3rd/3-26.pdf2012/12/20アクセス）
においては，男女共同参画を推進する15の重点分野
を掲げている。そのうちの「第3分野 男性，子ど
もにとっての男女共同参画」では「1 男性にとっ
ての男女共同参画」の「ウ 男性の家庭地域への
参画を可能にする職場環境の改善」の「④介護休業
その他仕事と介護の両立のための制度の定着促進等」
において「介護休業制度や介護休暇制度，介護のた
めの勤務時間短縮等の措置，介護を行う労働者の深
夜業を制限する制度，介護休業給付制度等について
の周知徹底及び企業における介護休業制度等に係る
規定の整備や育児介護休業法違反に対する是正指
導を行い，その定着を図る」ことが挙げられている。
また，同じく「第5分野 男女の仕事と生活の調
和」では，「1 仕事と生活の調和の実現」の「ウ 仕
事と子育てや介護との両立のための制度等の普及，
定着促進」の「③介護休業その他仕事と介護の両立
のための制度の定着促進等」の中で，「介護休業制
度や介護休暇制度，介護のための勤務時間短縮等の
措置，介護を行う労働者の深夜業を制限する制度，
介護休業給付制度等についての周知徹底及び企業に
おける介護休業制度等に係る規定の整備や育児介
護休業法違反に対する是正指導を行い，その定着を
図る」こと，及び「介護休業等の取得などを理由と
する解雇その他不利益な取扱いの防止に向け，周知
や相談を充実するとともに，企業への指導を徹底す
ることにより，介護休業制度等の定着を図る」こと
の2点が挙げられている1。
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1 ただしどの重点分野においても，介護休業に関連する具体的数値を伴う成果目標は一つもなく，家族介護者の
WLBと男女共同参画に関する取り組みの遅れが懸念される。
しかしながら，厚生労働省「平成23年度雇用均
等基本調査」の概況（http:/www.mhlw.go.jp/toukei/
list/dl/71-23r-05.pdf2012/12/18アクセス）によれば，
介護休暇制度の規定がある事業所（事業所規模5人
以上）の割合は 67.1％，500人以上の大企業では
98.6％に上るが，休暇取得日数の制限がない企業
は5.5％にとどまり，制度の規定がある企業におい
て介護休暇を取得した場合の賃金の取り扱いについ
ては「無給」とする企業が約7割となっている。な
お，常用労働者に占める介護休暇取得者の割合は，
0.14％（男性0.08％，女性0.22％）であり，介護休暇
の取得日数は男女とも「1～5日」が最も多い（男性
69.5％，女性72.1％）という結果であった。
筆者は生活経営学を修め，社会福祉系の学科で教
育研究活動に従事する者として，特に高齢者世帯
で生じる生活経営上の諸課題をジェンダー統計研究
と生活福祉経営の視点（後述）から研究してきた。
本稿は，公的介護保険制度の実施から10数年が経
過し，家族介護から社会的介護への道が開けたとは
いえ，いまだに家族介護者の負担が軽減されないと
いう現状に着目し，40代から60代以上の中高年期
にある男女の家族介護者のWLBをめぐる問題の一
端を，生活時間統計から明らかにしようと試みるも
のである。
2.研究目的，研究の視点及び方法
本研究の目的は，第1に，家族を介護している中
高年期男女の生活時間配分を把握すること，第2に
家族介護者のWLBをめぐる諸課題を明らかにする
ことである。40代50代の家族介護者については，
就業状態雇用形態とのかかわりにおいて分析を進
め，60代以上の家族介護者については，無業の高
齢者夫婦世帯の状況を取り上げる。研究の視点及び
方法としては，ジェンダー統計研究及び生活福祉経
営の視点から，既存の大規模生活時間統計である総
務省統計局「平成23年社会生活基本調査」（以下，
引用部分以外は「2011年調査」と略記する）の加工分
析を行うこととする。
ジェンダー統計研究とは，国立女性教育会館伊
藤編（2012，p.200）を参考にまとめれば「ジェンダ
ー関係による格差や差別をもたらす社会問題（ジェ
ンダー問題）を統計によって明示し，分析し，数値
目標を入れた解決策を立案し，政策の進捗度を監視
するための統計データ，あるいはその理論と活動」
のことである。生活福祉経営とは，生活福祉（生活
者の側から要求し，あるいは創造する福祉）視点を伴っ
た生活経営という意味を持つものである（伊藤 2009，
p.37）。
ここで，2011年調査の概要について総務省統計局
「平成23年社会生活基本調査 調査の概要」（http:/
www.stat.go.jp/data/shakai/2011/2.htm#h05e1-12012/
12/07アクセス）により，簡単に触れておきたい。
社会生活基本調査は，1976年以来5年に1回行
われており，直近の調査は2011年である。調査目
的は，「生活時間の配分や余暇時間における主な活
動の状況など，国民の社会生活の実態を明らかにす
るための基礎資料を得ること」であり，2011年調
査の対象は「指定する調査区（全国で約6,900調査
区）内に居住する世帯のうちから，選定した約8万
3千世帯の10歳以上の世帯員約20万人」である。
筆者が着目する「介護の状況」や「介護支援の利
用の状況」については，介護保険制度が実施された
翌年の2001年調査で初めて調査され，この調査事
項は2006年調査，2011年調査に引き継がれている。
本稿で扱う2011年調査の集計の基本方針（総務
省統計局「平成23年社会生活基本調査 集計の基本方針
（案）について」http:/www.stat.go.jp/info/kenkyu/
shakai/pdf/2-2.pdf2012/12/07アクセス）によると，
「世帯の特性に着目した集計の充実」の第1番目の
項目に「介護に着目した集計の充実」が挙げられて
いる。それによると，「介護に関する結果表につい
ては，これまで，男女，年齢，ふだんの就業状態
（有業者か無業者か）の違いによる介護の状況や介
護支援の利用の状況などの基本的な集計を行ってき
たが，少子高齢化の進行に伴う介護への関心の高ま
りを踏まえ，以下のような介護に関する結果表の充
実を図る」とされている。
具体的には，「有業者や無業者の介護の状況」（有
業者については，雇用形態，職業，週間就業時間，勤務
形態，有給休暇の取得状況の違いによる介護の状況や生
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活時間の違い（中略）無業者については，就業希望の
状況の違いによる介護の状況や生活時間の違いについて
明らかにする），「単身世帯の介護の状況」，「高齢者
夫婦世帯の介護の状況」，「親と同居の25歳以上の
未婚の子の介護の状況」（晩婚化により，親と未婚の
子供のみの世帯数が増えていることから，親と同居の25
歳以上の未婚の子の介護の状況や生活時間の違いについ
て明らかにする）という集計案が示されている。
なお，2001年調査以降，従来のプリコード方式
による調査票（調査票A）に加え，アフターコード
方式による調査票（調査票B）を用いた調査が実施
されるようになった。本稿の趣旨に照らせば，調査
票Bにより詳細な生活行動分類に基づく分析をす
ることが望ましいのであるが，本稿執筆中（2012年
12月18日現在），調査票Bの調査結果は未公表であ
るため，今回は調査票A（生活時間編全国）によ
る分析結果を述べることとする。
ここで，2011年調査（調査票A）の結果の分析に
入る前に，データの組み替えについて説明しておき
たい。調査票Aでは，生活行動を20種類に分け，
それらを大きく三つの活動にまとめている。すなわ
ち，「睡眠」「身の回りの用事」「食事」を1次活動，
「通勤通学」「仕事」「学業」「家事」「介護看護」
「育児」「買い物」を2次活動，「移動（通勤通学
を除く）」「テレビラジオ新聞雑誌」「休養
くつろぎ」「学習自己啓発訓練（学業以外）」
「趣味娯楽」「スポーツ」「ボランティア活動社
会参加活動」「交際付き合い」「受診療養」「そ
の他」を3次活動とする。
しかし，本稿では，心身の健康の保持や疲労の回
復にかかわる「休養くつろぎ」と「受診療養」
を生理的に必要な活動とし，2次活動に区分されて
いる「学業」を社会的活動の一環として捉える。ま
た，性別役割分業の状況を見るため，2次活動を収
入労働と家事労働（介護看護，育児を含む）に分け，
4大生活時間分類として加工分析する。それぞれ
の時間の呼び方は「生理的生活時間」「収入労働時
間」「家事労働時間」「社会的文化的活動時間等」と
する。
3.結果及び考察
（1）「介護の有無」が把握できる統計表と
介護者数の状況
1）「介護の有無」が把握できる統計表
2011年調査の調査票Aで作成された統計（生活
時間編全国）総計78表のうち，「介護の有無」（介
護をしているか介護をしていないか）が把握できる統
計は，「第8表 曜日，男女，介護の有無対象，年
齢ふだんの就業状態，介護支援の利用の状況，行
動の種類別総平均時間，行動者平均時間及び行動者
率（15歳以上）」「第16表 曜日，男女，年齢，介
護の有無対象，従業上の地位，雇用形態勤務形
態職業週間就業時間，希望週間就業時間年次
有給休暇の取得日数，行動の種類別総平均時間，行
動者平均時間及び行動者率（有業者）」「第19表 曜
日，男女，年齢，介護の有無対象，就業希望の状
況，希望週間就業時間，行動の種類別総平均時間，
行動者平均時間及び行動者率（無業者）」「第43表
曜日，ふだんの就業状態，介護の有無対象，介護
支援の利用の状況，行動の種類別総平均時間，行動
者平均時間及び行動者率（高齢者夫婦世帯の夫妻）」
「第55表 曜日，男女，年齢，ふだんの就業状態，
介護の有無対象，従業上の地位，雇用形態週間
就業時間就業希望の状況，行動の種類別総平均時
間，行動者平均時間及び行動者率（親と同居の25
歳以上の未婚の子供）」「第59表 曜日，男女，ふだ
んの就業状態，介護の有無対象，年齢，行動の種
類別総平均時間，行動者平均時間及び行動者率（単
身世帯の世帯主）」の六つの表であった。
本稿は中高年の家族介護者を対象とするものであ
るので，第8表，第16表，第19表，第43表を使
用した。
2） 介護者数の状況
有業か無業かを問わない総数と有業者については
平日の数値，無業者については週平均の数値を取り
上げ，介護をしている者（介護者）の数を確認した
ところ，次のような状況であることがわかった。
まず，第8表によると，標本総数12万5,160人
から算出された 15歳以上推定人口 1億 817万人
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（うち男性5,246万3千人，5,570万7千人）のうち，介
護者の総数は695万4千人（うち男性269万6千人，
女性425万8千人）で，介護者の6割が女性であっ
た。このうち，介護支援の利用の有無について見る
と，介護支援を利用している者は202万4千人（う
ち男性80万6千人，女性121万8千人）であり，全体
の3割弱にとどまっていることが確認された。
65歳以上の家族の介護者数は，589万8千人（う
ち，男性233万人，女性356万8千人）であり年齢階
級別に見ると，50代が179万1千人（うち，男性65
万8千人，女性113万3千人），次いで，60代が162
万人（うち男性70万9千人，女性91万人），70歳以上
が107万8千人（うち男性46万2千人，女性61万6
千人）の順で多かった。男性は60代，女性は50代
の介護者が最も多いことがわかる。なお，40代は
74万7千人（うち男性27万4千人，女性47万3千人）
となっていた。
また，65歳以上の家族の介護者の就業状態を見
ると，有業者は333万人（うち男性161万3千人，女
性171万8千人），無業者は256万2千人（うち男性
71万1千人，女性185万人）であった。
次に第16表により，有業者の雇用形態勤務形態
別の介護者数を男女別に見る。先に第8表で見た有業
者の介護者数は65歳以上の家族の介護者の数であっ
たが，第16表では被介護者を65歳以上の家族に限定
していないため，若干数値が異なる点に注意を要する。
有業者の介護者数は15歳以上の推定人口で384
万7千人（うち男性188万3千人，女性196万4千人）。
そのうち，雇用者は274万4千人（うち男性129万1
千人，女性145万2千人）である。雇用者の雇用形態
を見ると，正規の職員従業員は145万4千人（う
ち男性96万1千人，女性49万2千人），正規の職員
従業員以外は129万人（うち男性33万人，女性96万
人）であり，男性は正規，女性は非正規雇用者が多
いことがわかる。また，雇用者の勤務形態を見ると，
フルタイムが198万9千人（うち男性115万1千人，
女性83万8千人），短時間勤務が72万4千人（うち
男性11万8千人，女性60万6千人）と，女性の短時
間勤務者は男性の約5倍である。
続いて第19表から，15歳以上推定人口により無
業の介護者数を見る。無業者数4,129万6千人（う
ち男性1,434万7千人，女性2,694万9千人）のうち，
介護者数は298万3千人（うち男性80万5千人，女
性217万8千人）と女性は男性の2.71倍の数である。
このうち就業希望の有無を見ると，非就業希望の者
が59万7千人，女性164万人と男女ともに3分の
2を占めているが，就業を希望しており仕事を探し
ている者も男性で12万5千人（約16％），女性で16
万2千人（約12％）いることがわかる。
高齢者夫婦世帯の介護者数は第43表によって，
夫妻別に把握可能である。高齢者夫婦世帯のうち夫
の総数（60歳以上推定人口）は573万2千人，妻の
総数（同上）は587万5千人である。そのうち介護
者数は夫28万人，妻45万4千人であり，うち自宅
内で介護している者は夫が19万2千人，妻28万8
千人，自宅外で介護している者は夫が9万4千人，
妻が17万1千人となっている。なお，自宅で介護
している者で介護支援を利用している者は，夫で
48.7％であるのに対し，妻は63.7％，自宅外で介
護している者で介護支援を利用している者は，夫
13.6％，妻5.1％であった。
（2） 中高年期における介護者の生活時間
1） 男女別，年齢別に見た介護者の生活時間の状況
表1は，中高年期にある介護者の生活時間を男女
別，年齢別に4大生活時間分類で見たものである。
介護の対象は65歳以上の家族である。比較のため，
介護をしていない者についても男女別，年齢別のデ
ータを掲載した。
介護者の生理的生活時間の状況は，睡眠時間，休
養くつろぎの時間とも男性より女性が下回ってい
る。特に40代50代の女性介護者の睡眠時間は，
40代で6時間37分，50代で6時間39分となって
おり，同年代の男性介護者の睡眠時間よりもそれぞ
れ36分，37分少ない。
収入労働時間は介護の有無に関わらず，総じて女
性は男性の2分の1またはそれ以下である。特に介
護者の女性の場合，男性を100とすれば40代43，
50代47，60代では40である。これは就業の有無
や雇用勤務形態を問わない数値であることによる。
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対照的に家事労働時間は介護の有無に関わらず，
女性が男性を大きく上回っている。女性介護者の場
合，40代で5時間29分，50代で5時間2分，60
代で5時間34分となっており，それぞれ男性介護
者の10倍，6倍，4倍の時間量である。
ただし，介護をしていない男性を100とした場合，
介護をしていない女性の家事労働時間は40代1350，
50代1195，60代538であるのに対し，男性介護者
を100とした場合の女性介護者の家事労働時間は
40代1028，50代616，60代418と，わずかながら
性別格差が縮小する。これは男性介護者の家事，介
護看護を含む全体の家事労働時間が，介護をして
いない男性の家事労働時間を1.5から2倍程度上回
ることによるものと考えられる。
社会的文化的活動時間等は40代50代において
女性介護者が男性介護者よりも多いが，60代の女
性介護者では男性介護者の時間よりも46分少ない。
2） 40代50代の介護者（有業者）の従業上の地位，
雇用形態別生活時間の状況
表2は，40代50代の男女有業の介護者の生活
時間を，従業上の地位（雇用されている人であるか自
営業主か）と雇用形態（正規の職員従業員かそれ以外
か）によって4大生活時間分類で見たものである。
介護の対象者は，公表データが65歳以上の家族
として区分されていないため，65歳未満の家族を
介護している者も含まれている。なお，男性の正規
の職員従業員以外の者のデータと女性の自営業主
のデータについては，元々の標本数が少ないことに
注意を要する2。介護をしていない者については，
従業上の地位雇用形態に関わらず有業者の平均値
を掲載した。
ここでは，雇用形態別の男女差を検討する前に，
まず介護の有無による生活時間配分の差を見ておき
たい。男性の場合40代であっても50代であっても
生理的生活時間，社会的文化的活動時間等に大きな
差は見られない。40代の場合，収入労働時間や家
事労働時間もほぼ同等の時間量である。しかし，50
代については，介護者の収入労働時間が介護をして
いない者よりも20分短く，家事労働時間が18分長い。
50代の男性介護者が就業の時間を調整して，家事，
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2 今後，女性については自営業主だけではなく，自家営業の手伝い（家族従業者）の集計も合わせて行われることが
望まれる。
表1 男女，介護の有無，年齢別生活時間の状況（平日，総平均時間） （単位：時間．分）
男女
介護の有無
年齢
15歳以上
推定人口
（千人）
生理的
生 活
時 間
収入
労働
時間
家事
労働
時間
社会的
文化的
活 動
時間等
睡 眠
休養
くつろぎ
家 事
介護
看 護
男
性
介護をしていない 49,767 11.47 7.34 1.23 6.52 0.30 0.16 0.00 4.50
40～49歳 8,260 10.53 7.04 1.10 10.00 0.20 0.09 0.00 2.47
50～59歳 7,103 11.05 7.13 1.06 9.12 0.20 0.11 0.00 3.24
60～69歳 7,989 12.11 7.47 1.16 5.09 0.47 0.27 0.01 5.54
65歳以上の家族を介護 2,330 12.02 7.41 1.17 6.03 1.21 0.39 0.24 4.33
40～49歳 274 11.05 7.13 1.17 9.17 0.32 0.15 0.08 3.08
50～59歳 658 11.10 7.16 1.03 8.34 0.49 0.21 0.13 3.26
60～69歳 709 12.11 7.43 1.19 5.09 1.20 0.39 0.23 5.18
女
性
介護をしていない 51,448 12.13 7.25 1.27 3.28 3.35 2.37 0.02 4.44
40～49歳 7,949 11.02 6.43 1.13 5.00 4.30 3.29 0.02 3.28
50～59歳 6,610 11.09 6.49 1.13 4.44 3.59 3.18 0.01 4.08
60～69歳 8,327 12.06 7.21 1.16 2.16 4.13 3.23 0.02 5.26
65歳以上の家族を介護 3,568 11.46 7.09 1.11 2.57 5.09 3.34 0.49 4.09
40～49歳 473 10.51 6.37 1.06 3.59 5.29 3.59 0.40 3.42
50～59歳 1,133 11.02 6.39 1.02 3.59 5.02 3.39 0.42 3.58
60～69歳 910 11.52 7.12 1.06 2.02 5.34 3.55 0.53 4.32
出所） 総務省統計局「平成23年社会生活基本調査」調査票A（生活時間編全国）第8表から作成。
介護看護などの時間に当てている様子が窺える。
女性の場合，40代50代ともに介護者の生理的
生活時間，収入労働時間，社会的文化的活動時間等
は介護をしていない者よりも短く，家事労働時間は
介護看護時間の差を反映して30分程度長い。
次に雇用形態別の男女差を見る。正規の職員従
業員かそれ以外かで男性と比較した場合，正規の職
員従業員である女性介護者の生理的生活時間が
40代で10時間19分，50代で10時間17分と，40
代で男性介護者より10分，50代では36分短いこ
とがわかる。正規の職員従業員の男性介護者を
100とした場合の女性介護者の睡眠時間は，40代で
91，50代で90，同じく休養くつろぎの時間は，
40代で76，50代では67である。
正規の職員従業員の女性介護者の収入労働時間
は，40代で8時間50分，50代では9時間1分にも
なる。このグループは先に見たように生理的生活時
間が少ないほか，社会的文化的活動時間等について
もそれぞれ1時間58分，2時間15分と短めである
ことが特徴的である。
正規の職員従業員以外の40代50代の女性介
護者については，収入労働時間は5時間強と同年代
の正規の女性職員従業員に比べて3から4時間程
度短い。その分は家事労働時間と社会的文化的活動
時間等の長さにつながっている。
3） 40代50代の介護者（雇用者）の勤務形態別生
活時間の状況
表3は，40代50代の男女雇用者の介護者の生
活時間を，勤務形態（フルタイムか短時間勤務か）に
よって4大生活時間分類で見たものである。男性に
ついては，短時間勤務の者の標本数が7名とごくわ
ずかであり，生活時間の集計がなされていなかった
ため，女性のみ短時間勤務の者のデータを掲載して
いる。
（19）
表2 40代50代の男女介護者（有業者）の従業上の地位，雇用形態別生活時間の状況（平日，総平均時間）
（単位：時間．分）
男女，年齢
従業上の地位，雇用形態
15歳以上
推定人口
（千人）
生理的
生 活
時 間
収入
労働
時間
家事
労働
時間
社会的
文化的
活 動
時間等
睡 眠
休養
くつろぎ
家 事
介護
看 護
男
性
40～49歳
介護をしていない 7,793 10.40 7.00 1.06 10.36 0.17 0.07 0.00 2.24
介護をしている 329 10.40 7.05 1.07 10.35 0.19 0.07 0.05 2.27
うち雇用されている人 279 10.35 7.04 1.06 10.40 0.19 0.07 0.06 2.28
正規の職員従業員 259 10.29 7.04 1.02 10.53 0.16 0.06 0.05 2.23
正規の職員従業員以外* 20 11.13 6.54 1.12 9.04 0.59 0.11 0.37 2.42
うち自営業主* 41 11.17 7.27 1.18 9.49 0.25 0.07 - 2.27
50～59歳
介護をしていない 6,667 10.55 7.10 1.03 9.47 0.16 0.08 0.00 3.00
介護をしている 657 11.00 7.11 1.03 9.27 0.34 0.14 0.09 3.00
うち雇用されている人 456 10.49 7.02 1.05 9.58 0.33 0.14 0.10 2.37
正規の職員従業員 402 10.53 7.06 1.03 10.06 0.27 0.11 0.07 2.33
正規の職員従業員以外* 54 10.21 6.43 1.10 9.20 1.25 0.36 0.38 2.55
うち自営業主 118 11.29 7.37 0.54 7.29 0.49 0.20 0.15 4.12
女
性
40～49歳
介護をしていない 5,889 10.48 6.40 1.06 6.43 3.35 2.54 0.01 2.53
介護をしている 320 10.45 6.31 1.07 6.18 4.12 3.05 0.31 2.47
うち雇用されている人 266 10.49 6.33 1.11 6.40 3.52 2.56 0.23 2.40
正規の職員従業員 89 10.19 6.26 0.47 8.50 2.54 2.14 0.17 1.58
正規の職員従業員以外 176 11.01 6.36 1.22 5.34 4.24 3.19 0.27 3.01
うち自営業主* 11 10.23 6.29 0.45 2.49 8.55 5.04 2.36 1.52
50～59歳
介護をしていない 4,836 10.53 6.44 1.07 6.27 3.16 2.42 0.01 3.25
介護をしている 801 10.45 6.32 0.55 6.07 3.52 2.51 0.28 3.15
うち雇用されている人 613 10.42 6.32 0.54 6.38 3.41 2.42 0.27 3.01
正規の職員従業員 235 10.17 6.22 0.42 9.01 2.28 1.46 0.18 2.15
正規の職員従業員以外 378 10.55 6.37 1.01 5.10 4.25 3.17 0.32 3.28
うち自営業主* 29 11.10 7.10 1.06 5.04 4.07 2.59 0.44 3.39
＊標本数が100名未満のもの
出所） 総務省統計局「平成23年社会生活基本調査」調査票A（生活時間編全国）第16表から作成。
まず，フルタイムで勤務する40代50代男女の
介護者の生活時間の状況を取り上げる。生理的生活
時間は男女とも10時間を超えており，特に50代男
性介護者は10時間51分と長い。しかし，睡眠時間
には男女差があり，男性に比べて女性が40分程度
短い。50代の女性介護者については休養くつろ
ぎの時間も48分となっており，50代の男性介護者
の休養くつろぎの時間を100とすれば74という
短さである。収入労働時間については，40代の男
性介護者が10時間52分と長時間労働である。家事
や介護看護などの家事労働時間はわずかに17分
であるが，社会的文化的活動時間等は2時間24分
と，同じく40代フルタイムの女性介護者よりも17
分長い。
次に，短時間勤務の女性介護者の年齢別生活時間
の状況を見る。生理的生活時間は，40代50代と
もに11時間を超えているが，睡眠時間は6時間45
分程度とフルタイムの男性介護者に比べて20分程
度少ない。収入労働時間は40代で4時間43分，50
代で3時間57分と，それぞれ家事労働時間を下回
っている。40代の家事労働時間は5時間1分で，
フルタイムの40代女性介護者よりも約2時間長い。
これは家事時間が1時間5分，育児時間が10分，
買い物時間が16分長いことによるものであり，介
護看護の時間が他の女性に比べて短い一方で，育
児にもまだまだ時間が取られる層であることを窺わ
せる。
（3） 高齢者夫婦世帯（夫妻）の介護者の
生活時間の状況
高齢者夫婦世帯（夫妻）の介護者の生活時間に
ついては，夫妻ともに無業者が有業者の数を大き
く上回っている3ことから，無業者に焦点を当てる。
介護の有無，介護の場所及び自宅内で介護している
場合は介護支援の利用の有無別に4大生活時間分類
によって見ていくこととする。（表4）
まず，介護の有無によって夫妻それぞれの生活
時間の状況を見ると，男女ともに生理的生活時間，
収入労働時間，社会的文化的活動時間等は介護をし
ている者が介護をしていない者の時間よりも短いと
いう特徴があることがわかった。また，家事労働時
間は，介護をしている者が介護をしていない者より
も夫で1時間54分，妻で1時間24分長かった。
次に介護をしている者について，自宅内でしてい
るのか自宅外でしているのかに焦点を当てると，妻
夫ともに生理的生活時間と家事労働時間は自宅内が
自宅外を上回り，収入労働時間と社会的文化的活動
時間等は自宅外が自宅内を上回っていることがわか
った。特に目を引くのは自宅内か自宅外かによる夫
の家事労働時間の違いである。自宅内の場合，家事
労働時間は3時間30分，家事時間は1時間56分，
介護看護時間は56分となっており，自宅外に比
べて，夫は1時間28分，妻は46分長い時間を充て
ていることが確認された。
続いて介護支援の利用の有無別で見ると，夫妻
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表3 40代50代の介護者（雇用者）の勤務形態別生活時間の状況（平日，総平均時間） （単位：時間．分）
男女，年齢
勤務形態
15歳以上
推定人口
（千人）
生理的
生 活
時 間
収入
労働
時間
家事
労働
時間
社会的
文化的
活 動
時間等
睡 眠
休養
くつろぎ
家 事
介護
看 護
男
性 40～49歳 フルタイム 269 10.28 7.03 1.03 10.52 0.17 0.07 0.05 2.24
50～59歳 フルタイム 444 10.51 7.03 1.05 10.01 0.32 0.13 0.10 2.36
女
性
40～49歳
フルタイム 141 10.29 6.21 1.05 8.24 2.58 2.10 0.27 2.07
短時間勤務 123 11.08 6.44 1.19 4.43 5.01 3.55 0.19 3.09
50～59歳
フルタイム 363 10.22 6.23 0.48 8.28 2.46 1.59 0.22 2.24
短時間勤務 246 11.12 6.45 1.03 3.57 4.56 3.42 0.33 3.56
出所） 総務省統計局「平成23年社会生活基本調査」調査票A（生活時間編全国）第16表から作成。
3 標本数は，有業の夫6,568人，無業の夫12,557人，有業の妻4,857人，無業の妻14,452人である。
ともに介護支援の利用ありの者が介護支援の利用な
しの者の睡眠時間，休養くつろぎの時間を含む生
理的生活時間を上回っていた。しかしながら家事労
働時間については，介護支援の利用ありの夫が介護
支援の利用なしの夫の時間よりも10分短いのに対
して，介護看護の時間については介護支援の利用
ありの夫の方が介護支援の利用なしの夫よりも29
分長い。また，社会的文化的活動時間等については，
介護支援の利用ありの夫の方が介護支援の利用なし
の夫の時間よりも32分少なかった。
妻の方も，介護支援の利用の有無による介護看
護の時間及び社会的文化的活動時間等について，夫
と同様の結果が見られた。これらのことは，介護を
必要とする家族の介護度が高いために介護支援を利
用している，見方を変えれば軽度の被介護者の場合
には介護支援を利用せずに家族介護で対応しようと
していることの現れではないかと思われる。
最後に，夫と妻の生活時間の差を見る。介護の有
無，自宅内介護か自宅外介護か，介護支援を利用し
ているか否かに関わらず，すべての妻は夫に比べて
生理的生活時間及び社会的文化的活動時間等が短か
った。特に社会的文化的活動時間等は夫の時間を
100とすれば70程度であった。それとは対照的に
家事労働時間は妻が夫を大きく上回り，介護をして
いる夫の時間を100とした場合，介護をしている妻
の時間は194と，約2倍もの差が見られた。
4.まとめ及び今後の課題
以上，総務省統計局「社会生活基本調査」の
2011年調査結果により，40代から60代の中高年男
女の家族介護者の生活時間配分を見てきた。その結
果，就業状態の有無を問わない全体の平均で見た場
合，65歳以上の家族の介護者の中では60代の女性
の介護時間が53分と最も長時間であり，男性につ
いても60代の介護時間が23分と他の年齢層に比べ
て長いことがわかった。しかし，40代と50代につ
いては収入労働時間が60代に比べて長く，収入労
働時間と家事労働時間とを合計した「全労働時間」
を算出すると40代男性で9時間49分，50代男性
で9時間23分，40代女性で9時間28分，50代女
性で9時間1分と，いずれも9時間を超えており，
生理的生活時間や社会的文化的活動等の時間は60
代に比べて短い傾向にあった。
さらに，有業者に限って雇用形態別に生活時間の
状況を見た結果，40代50代の正規の職員従業
員の女性の「全労働時間」は40代で11時間44分，
50代で11時間29分であり，収入労働時間が10時
間53分と最も長い40代男性の「全労働時間」（11
時間9分）を20分から35分上回る。40代50代の
正規の職員従業員の女性は，睡眠時間が6時間20
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表4 高齢者夫婦世帯（夫妻）の介護の有無，介護の場所，介護支援の利用の有無別
介護者の生活時間の状況（週全体，総平均時間） （単位：時間．分）
夫妻
介護の有無場所
介護支援の利用の状況
60歳以上
推定人口
（千人）
生理的
生 活
時 間
収入
労働
時間
家事
労働
時間
社会的
文化的
活 動
時間等
睡 眠
休養
くつろぎ
家 事
介護
看 護
夫
介護をしていない 3,572 14.02 8.33 1.48 0.06 1.12 0.44 0.01 8.39
介護をしている 217 13.46 8.31 1.40 0.04 3.06 1.40 0.52 7.02
自宅内でしている 156 14.07 8.40 1.46 0.04 3.30 1.56 0.56 6.20
介護支援の利用なし 80 13.40 8.33 1.28 0.05 3.38 2.08 0.42 6.35
介護支援の利用あり 76 14.30 8.46 2.03 0.01 3.28 1.48 1.11 6.03
自宅外でしている 66 13.06 8.11 1.28 0.07 2.02 0.54 0.46 8.47
妻
介護をしていない 4,143 13.07 7.57 1.24 0.05 4.36 3.44 0.02 6.12
介護をしている 368 12.52 7.51 1.18 0.02 6.00 3.59 1.17 5.04
自宅内でしている 256 13.07 7.57 1.22 0.02 6.16 4.01 1.33 4.37
介護支援の利用なし 93 13.06 7.52 1.14 0.02 5.57 3.57 1.23 4.56
介護支援の利用あり 163 13.07 8.00 1.28 0.02 6.30 4.04 1.41 4.21
自宅外でしている 118 12.15 7.38 1.04 0.04 5.30 3.58 0.42 6.12
出所） 総務省統計局「平成23年社会生活基本調査」調査票A（生活時間編全国）第43表から作成。
分台，休養くつろぎの時間が40分台，社会的文
化的活動等の時間は40代で1時間58分，50代で2
時間15分と，他のグループよりも短めであった。
介護時間そのものは17分から18分とさほど長くない
ものの，40代50代の正規職員従業員の女性介
護者はWLBがはかりにくい状況にあることが推察
され，心身の疲労が溜まりやすいことが懸念された。
また，正規の職員従業員以外の男性については，
標本数が少なく参考値としての扱いではあるが，非
正規であっても収入労働時間が9時間を超えており，
睡眠時間は6時間台と短く，介護看護の時間に
40代で37分，50代で38分使用していることから，
やはりWLBを取りにくい生活をしている状況にあ
ることが窺えた。
勤務形態別においても，40代50代のフルタイ
ムの女性介護者の「全労働時間」はそれぞれ11時
間22分，11時間14分（うち，介護時間は27分，22
分）と長時間であり，睡眠時間，社会的文化的活動
時間等の時間は他より短い傾向にあった。
高齢者夫婦世帯では，自宅内で介護支援を利用し
ながら介護をしている夫の介護看護時間が1時間
11分，同じく自宅内で介護支援を利用しながら介
護をしている妻の介護看護時間が1時間41分と，
介護支援を利用せずに自宅内で介護をしている夫
妻や自宅外で介護をしている夫妻に比べて長時間
であった。これらの夫妻は睡眠や休養くつろぎ
を含む生理的生活時間は，他の夫妻と同程度であ
るが，社会的文化的活動時間等が短いことが明らか
になった。
これらのことから，40代50代については，特
に正規雇用フルタイム勤務の女性介護者の家事労
働の負担の軽減と生理的生活時間及び社会的文化的
活動時間等の増加が今後の課題として挙げられる。
単に収入労働時間を減ずるだけでは，その時間分を
家事，育児，介護に振り向け，「全労働時間」とし
ては変化が見込まれないことも考えられるため，家
庭内での家事，育児，介護看護などの平等な分か
ち合いが実現されることが望ましい。そのためには，
他の家族員の中でも生活経営の責任者でもある夫が
長時間労働から解放され，妻と同等に家庭責任が果
たせるといった意味でのWLBがはかられることが
不可欠な条件であろう。
また，家族介護者のWLBをはかるための外的条
件として，公的介護保険サービスの充実が不可欠で
ある。英国をモデルとした家族介護者の支援に関す
る法律制定の動きにも着目したい。家族親族によ
る介護と民間保険による自助を中心とした介護から，
共助公助を視野に含めた社会的介護サービスの効
果的なマネジメントによる「支え合いの介護」への
転換は，男女を問わず就業の継続を可能とし，結果
的には超高齢社会を支える基盤を強化することに
がるものと思われる。
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